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(百万円未満切捨て)

１．2022年７月期第１四半期の連結業績（2021年８月１日～2021年10月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年７月期第１四半期 11,308 － 253 － 215 － 135 －

2021年７月期第１四半期 － － － － － － － －
(注)包括利益 2022年７月期第１四半期 136百万円( －％) 2021年７月期第１四半期 －百万円( －％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年７月期第１四半期 91.36 90.30

2021年７月期第１四半期 － －

（注）2021年７月期第１四半期については、四半期連結財務諸表を作成していないため、2021年７月期第１四半期の数
値及び対前年同四半期増減率並びに2022年７月期第１四半期の対前年同四半期増減率は記載しておりません。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年７月期第１四半期 12,789 5,394 42.2

2021年７月期 12,117 5,334 44.0
(参考) 自己資本 2022年７月期第１四半期 5,394百万円 2021年７月期 5,334百万円
　

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の期首か
ら適用しており、2022年７月期第１四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっ
ております。

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年７月期 － 0.00 － 51.50 51.50

2022年７月期 －

2022年７月期(予想) 0.00 － 51.50 51.50
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．2022年７月期の連結業績予想（2021年８月１日～2022年７月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 48,721 18.4 1,502 23.1 1,405 21.7 969 29.9 654.53
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（注）詳細は、添付資料Ｐ.８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会
計方針の変更）」をご覧ください。

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年７月期１Ｑ 1,482,950株 2021年７月期 1,481,500株

② 期末自己株式数 2022年７月期１Ｑ －株 2021年７月期 －株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年７月期１Ｑ 1,482,153株 2021年７月期１Ｑ －株

（注）2021年７月期第１四半期については、四半期連結財務諸表を作成していないため、2021年７月期第１四半期の期
中平均株式数を記載しておりません。

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた
っての注意事項については、(添付資料）３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想な
どの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、2020年３月以降、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大が

継続したことにより、社会経済活動が大幅に停滞し、緊急事態宣言が繰り返し発出されておりましたが、2021年９月

の緊急事態宣言解除以降、行動制限が一部緩和されたことにより、持ち直しの動きも見受けられます。しかし、新型

コロナウイルス感染症からの立ち直りに伴う、世界的な政策金利の引き上げ気運もあり、国内不動産市況に関しては

依然として不透明な状況が続くと言えます。

当社グループが所属する不動産業界の中古マンション市場においては、公益財団法人東日本不動産流通機構による

と、2021年10月時点で成約価格は17か月連続、前年同月を上回っている一方、成約件数においては、同年10月は

3,440件（前年同月比5.4%減）と４か月連続で前年同月を下回っており、新型コロナウイルス感染症からの立ち直り

に伴う市場動向には注視が必要であると言えます。

このような市場環境の中、当社グループとしては、引き続き取扱不動産のエリア、販路、種類の拡大、買取りを強

化するとともに、ウェブによる商談及びセミナー開催、並びにIT重説社会実験への参画等、非対面接客を積極的に取

り入れ、加えて在宅勤務を積極的に活用するなど、不動産取引におけるDX化を推進すべく様々な取り組みを継続的に

行ってまいりました。

その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は11,308百万円、営業利益は253百万円、経常利益は215百万円、親

会社株主に帰属する四半期純利益は135百万円となりました。

各セグメント別の概略は以下のとおりであります。

　 （不動産売買事業）

不動産売買事業におきましては、当第１四半期連結累計期間の買取販売及び買取リフォーム販売件数は877件、

仲介件数は330件となりました。これら取引件数の構成比率を取扱不動産の種別でみると、ワンルームタイプ62

％、ファミリータイプ38％となりました。また同様に築年数別でみると、築古72％、築浅28％となりました。売

上高の構成比率を販売先の属性別でみると、不動産業者向け57％、個人向け35％、法人向け８％となりました。

その結果、セグメント売上高は11,138百万円、セグメント利益は727百万円となりました。

※ 当社グループは、中古マンションを直接仕入れ、販売を行うケースを「買取販売及び買取リフォーム販売」

とし、当社グループが売主と買主の仲介会社となるケースを「仲介」に区別しており、さらに取扱不動産の床面

積（30㎡未満：ワンルームタイプ、30㎡以上：ファミリータイプ）、築年数（築20年以内：築浅、築20年超：築

古）の区分で管理しております。

　 （不動産賃貸管理事業）

不動産賃貸管理事業におきましては、当第１四半期連結累計期間の管理戸数が前連結会計年度期末から206件増

加し、管理総戸数は5,790戸となりました。

その結果、セグメント売上高は170百万円、セグメント利益は39百万円となりました。
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（２）財政状態に関する説明

　 資産、負債及び純資産の状況

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は10,039百万円となり、前連結会計年度末に比べ364百万円増加

しております。主な要因は、販売用不動産の増加775百万円、前渡金の増加89百万円、現金及び預金の減少515百

万円によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における固定資産は2,750百万円となり、前連結会計年度末に比べ307百万円増加

しております。主な要因は、賃貸用不動産の取得による土地の増加129百万円及び建物の増加90百万円、新システ

ム構築によるソフトウエア（ソフトウエア仮勘定を含む）の増加55百万円、敷金及び保証金の増加22百万円によ

るものであります。

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は4,959百万円となり、前連結会計年度末に比べ410百万円増加

しております。主な要因は、短期借入金の増加790百万円、未払法人税等の減少267百万円、未払金の減少95百万

円によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における固定負債は2,435百万円となり、前連結会計年度末に比べ201百万円増加

しております。主な要因は、長期借入金の増加212百万円、社債の減少13百万円によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における純資産は5,394百万円となり、前連結会計年度末に比べ60百万円増加して

おります。主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上135百万円及び配当金の支払76百万円に伴う利

益剰余金の増加56百万円によるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

現時点における2022年７月期の連結業績予想につきましては、2021年９月10日付「2021年７月期 決算短信〔日

本基準〕(連結)」で公表いたしました通期の連結業績予想及び配当予想に変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年７月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,946,986 3,431,727

売掛金 24,539 16,968

販売用不動産 5,108,430 5,884,207

未成工事支出金 76,733 98,870

前渡金 409,092 498,723

前払費用 99,106 101,985

その他 26,369 23,531

貸倒引当金 △16,730 △16,730

流動資産合計 9,674,527 10,039,285

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 681,942 772,072

工具、器具及び備品（純額） 42,882 39,378

土地 932,012 1,061,257

リース資産（純額） 12,792 11,383

有形固定資産合計 1,669,629 1,884,091

無形固定資産

ソフトウエア 181,462 177,506

ソフトウエア仮勘定 124,090 183,873

その他 400 400

無形固定資産合計 305,954 361,781

投資その他の資産

長期前払費用 57,397 65,285

敷金及び保証金 286,964 309,509

繰延税金資産 98,342 104,580

その他 36,752 37,375

貸倒引当金 △12,450 △12,450

投資その他の資産合計 467,007 504,300

固定資産合計 2,442,591 2,750,173

資産合計 12,117,118 12,789,459
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年７月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年10月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 10,130 12,136

短期借入金 1,738,786 2,528,817

１年内償還予定の社債 50,500 33,000

１年内返済予定の長期借入金 239,974 249,511

リース債務 4,463 3,528

未払金 694,472 599,254

未払法人税等 360,800 93,566

前受金 280,244 307,271

預り金 672,571 629,317

預り保証金 263,969 286,512

賞与引当金 25,793 65,155

その他 207,620 151,295

流動負債合計 4,549,326 4,959,367

固定負債

社債 53,000 40,000

長期借入金 1,762,544 1,974,792

リース債務 9,496 8,902

退職給付に係る負債 34,914 37,771

資産除去債務 169,922 169,922

賃貸事業預り敷金 203,402 204,358

その他 500 －

固定負債合計 2,233,781 2,435,747

負債合計 6,783,107 7,395,115

純資産の部

株主資本

資本金 694,607 695,956

資本剰余金 594,607 595,956

利益剰余金 4,040,798 4,097,564

株主資本合計 5,330,013 5,389,476

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 1,954 2,929

退職給付に係る調整累計額 2,042 1,937

その他の包括利益累計額合計 3,997 4,867

純資産合計 5,334,010 5,394,343

負債純資産合計 12,117,118 12,789,459
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間

(自 2021年８月１日
　至 2021年10月31日)

売上高 11,308,453

売上原価 9,784,328

売上総利益 1,524,125

販売費及び一般管理費 1,270,466

営業利益 253,658

営業外収益

受取利息 16

違約金収入 6,600

その他 691

営業外収益合計 7,307

営業外費用

支払利息 13,725

違約金 14,262

支払手数料 4,495

支払保証料 1,938

その他 10,743

営業外費用合計 45,166

経常利益 215,799

税金等調整前四半期純利益 215,799

法人税、住民税及び事業税 85,544

法人税等調整額 △5,155

法人税等合計 80,389

四半期純利益 135,410

親会社株主に帰属する四半期純利益 135,410
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：千円)
当第１四半期連結累計期間

(自 2021年８月１日
　至 2021年10月31日)

四半期純利益 135,410

その他の包括利益

為替換算調整勘定 975

退職給付に係る調整額 △105

その他の包括利益合計 870

四半期包括利益 136,281

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 136,281
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　 該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、従来、媒介した不動産売買契約が成立した時点で認識していた不動産仲介手数料について、媒

介契約により成立した不動産販売契約に関する物件が引き渡された時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当

第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりま

す。

この結果、従前の会計基準を適用した場合と比べて、当第１四半期連結累計期間の売上高、営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ996千円減少しております。また、利益剰余金の当期首残高は

2,347千円減少しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会

計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会

計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これにより四半期連結財

務諸表に与える影響はありません。
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（セグメント情報）

　 当第１四半期連結累計期間(自 2021年８月１日 至 2021年10月31日)

　 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

　 (単位：千円)

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益計
算書計上額
（注）２

不動産
売買事業

不動産
賃貸管理事業

計

売上高

　顧客との契約から
　生じる収益

11,091,626 137,761 11,229,388 － 11,229,388

　その他の収益 46,581 32,483 79,065 － 79,065

　外部顧客への売上高 11,138,208 170,245 11,308,453 － 11,308,453

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ 12,253 12,253 △12,253 －

計 11,138,208 182,498 11,320,706 △12,253 11,308,453

セグメント利益 727,401 39,999 767,400 △513,742 253,658

（注）１ セグメント利益の調整額△513,742千円には、セグメント間取引消去△10,911千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△502,830千円が含まれております。全社費用は主に管理部門の一般管理費でありま

す。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　



株式会社ランドネット(2991) 2022年７月期 第１四半期決算短信

10

（重要な後発事象）

（新株予約権の発行）

当社は、2021年10月18日開催の取締役会の決議に基づき、2021年11月4日に第三者割当による第３回新株予約権の

発行をいたしました。また、2021年11月29日開催の取締役会において、第三者割当による第４回新株予約権の発行

を決議しました。なお、概要は、以下のとおりであります。

１ 割当日
第３回新株予約権：2021年11月４日
第４回新株予約権：2021年12月14日

２ 発行新株予約権数
第３回新株予約権：11個
第４回新株予約権：11個

３ 発行価額総額
第３回新株予約権：34,100円
第４回新株予約権：45,100円

４ 当該発行による潜在株式数
第３回新株予約権：1,100株
第４回新株予約権：1,100株

５ 資金調達の額
第３回新株予約権：4,192千円
第４回新株予約権：7,239千円

６ 行使価額
第３回新株予約権：3,780円
第４回新株予約権：6,540円

７ 募集又は割当方法 第三者割当

８ 割当予定先 社外協力者１名

９ 行使期間
第３回新株予約権：2023年11月１日から2031年11月３日まで
第４回新株予約権：2023年12月１日から2031年12月13日まで

10 資金使途 販売用不動産の取得

11 その他

① 新株予約権の割り当てを受けた者（以下、「新株予約権者」とい
う。）は2023年７月期から2027年７月期までのいずれかの期において、
当社の連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益
計算書）に記載された経常利益が、1,580百万円を超過した場合にのみ、
これ以降本新株予約権を行使することができる。なお、上記における経
常利益の判定に際しては、適用される会計基準の変更や当社の業績に多
大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し当社の連結損益計算書（連
結損益計算書を作成していない場合には損益計算書）に記載された実績
数値で判定を行うことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、
当社は合理的な範囲内で当該企業買収等の影響を排除し、判定に使用す
る実績数値の調整を行うことができるものとする。
② 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
③ 譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役会の決議に
よる承認を要するものとする。
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（ストックオプションとしての新株予約権の発行）

当社は、2021年12月10日開催の取締役会において、当社の従業員並びに取締役及び監査役に対し、企業価値の向

上に対する意欲や士気を高め、より株主様の利益を重視した業務展開を図ることを目的として、ストックオプショ

ンとして新株予約権（第５回新株予約権及び第６回新株予約権）を発行することを決議いたしました。なお、概要

は以下のとおりであります。

１ 割当日 2021年12月27日

２ 発行新株予約権数
第５回新株予約権：205個
第６回新株予約権：26個

３ 新株予約権の目的となる株式の種類及
び数

第５回新株予約権：当社普通株式10,250株
第６回新株予約権：当社普通株式1,300株

４ 新株予約権の割当対象者
第５回新株予約権：当社従業員：37名
第６回新株予約権：当社取締役：３名、当社監査役１名

５ 新株予約権の行使時の払込金額（円）
第５回新株予約権：6,090円
第６回新株予約権：6,090円

６ 新株予約権の行使期間
第５回新株予約権：2023年12月11日から2031年12月10日まで
第６回新株予約権：2023年12月11日から2031年12月10日まで

７ 新株予約権と引換えに払い込む金銭
第５回新株予約権：金銭を払い込むことを要しない
第６回新株予約権：1,950円

８ 新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の当該株式の発行価格のうちの
資本組入額

① 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資
本金の額は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加
限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたと
きは、その端数を切り上げるものとする。
② 本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資
本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から、上記①に定め
る増加する資本金の額を減じた額とする。

９ その他

第６回新株予約権：
新株予約権の割り当てを受けた者は2023年７月期から2027年７月期まで
のいずれかの期において、当社の連結損益計算書（連結損益計算書を作
成していない場合には損益計算書）に記載された経常利益が、1,580百万
円を超過した場合にのみ、これ以降本新株予約権を行使することができ
る。なお、上記における経常利益の判定に際しては、適用される会計基
準の変更や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生し
当社の連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益
計算書）に記載された実績数値で判定を行うことが適切ではないと取締
役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該企業買収等の影
響を排除し、判定に使用する実績数値の調整を行うことができるものと
する。

　


